
ベビーシッターによる犯罪行為等の事案発生

事業停止命令・閉鎖命令又は廃止届 保育士登録の取消

事実関係の確定（刑確定）

事案概要をデータベースに掲載し、行政間で情報共有

捜査段階

起訴

行政処分の事実をデータベースで公開
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子どもの預かりサービスの在り方に
関する専門委員会資料（抜粋）

ベビーシッターがわいせつ事案等を起こした場合に事業停止命令等を下し、
その事実をデータベースで共有・公表することについて検討。

わいせつ行為を行ったベビーシッターへの対応
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参考資料１



届出事項に事業停止命令等の歴を追加する件について
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A都道府県

③関係資料を移送

①事業停止命令等

②転居＆預かり

B都道府県

④事業停止命令等

① A都道府県で、事業停止命令等を発令
② 当該命令の有効期間内に預かりを別のB都道府県で預かりを行っていた場合（※）
③ B都道府県は、当該命令について審議したA都道府県の児童福祉審議会から関係資料等の移送を受け
ることとする。
④ B都道府県は、B都道府県の児童福祉審議会の意見を聴くとともに弁明の機会を付与するなどした上
で、A都道府県からの関係資料等を参考に、事業停止命令等を別途発令することを検討。
※１ この際、都道府県等において、より確実に過去の行政処分歴を把握するため、届出事項に
「過去の行政処分歴の有無」を追加することを検討（省令改正）

※２ 仮に過去の行政処分歴を隠匿して届出した場合は、法第62条の４に規定する過料が科される。

②（※）届出

令和２年８月28日
第11回社会保障審議会児童部会
子どもの預かりサービスの在り方に
関する専門委員会資料（一部改編）



（参考）データベース（子ども・子育て支援情報公表システム）画面イメージ

備考欄に事業停止
命令等の情報を記載
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（参考）現行のガイドライン適合状況調査サイト


